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0 ○ 公社様式

1 公社用地活用による地域の福祉インフラ整備事業に係る応募申請書 ○ 1

2 認知症高齢者グループホーム施設整備審査基準 ○ 都様式 該当項目の適否に○を記入してください。

3 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領 ○ 都様式

4 ○ 1ー2

5 役員構成（年齢、経歴、兼務状況等）､代表者略歴 ○ 2

6 ○ －
最新のもの。定款は原本証明が必要。登記簿謄本は原本、
３ヶ月以内のもの。

7 ● － 原本１部、3ヶ月以内のもの

8 ○ －

9 ○ －

10 ○ －

11 ○ －
都内すべての事業所分。都内に事業所が無い場合は、都外
事業所分を提出すること。

12 ○ 3

※別紙（運営概要）は提案するサービスごとに記載してく
ださい。
※様式の無いサービスを提案する場合は、様式に準じて別
途作成してください。

13 ○ 4
※別紙（提案事業について）は提案するサービスごとに記
載してください。

14 ○
参考例
あり

※設計､建築手続き、入札手続、施工､職員採用､研修､運営
規程作成、事業者指定手続き等について記載してくださ
い。

15 ○ 5－1

16 ○ 5－2

17 計画作成担当者（責任者）の経歴書・資格証（写） ○ 5－3

18 ○
６－１
６－２

19 勤務ローテーション表（事業ごとに作成すること） ○ 7

20 事業費按分表・事業費内訳 ○
８－１
８－２

各施設の内訳と全体を作成すること。

21 ○ 9

22 ○
10－1
10－2
10－3

各施設の内訳と全体を作成すること。

23 収支シミュレーションの算定根拠 ○ －
収入、支出すべての費目について算出根拠を提出するこ
と。
また、併設施設分も作成し提出すること。

24 資金計画書（開設当初の運転資金を含む） ○ 11

25 ○ － 該当する場合のみ

26 預金残高証明書 ○ － 提案書類提出期限より１ヶ月以内の日付のもの

27 提出不要 －

28 提出不要 － 原本１部、3ヶ月以内のもの（副本は、コピー可）

29 提出不要 －
改築・改修の場合のみ
原本１部、3ヶ月以内のもの（副本は、コピー可）

30 提出不要 － 該当する場合のみ

31 提出不要 － 該当する場合のみ

32 提出不要 12 該当する場合のみ

33 各室面積表・共用面積算出表 ○
13－１

～3
各施設の内訳と全体を作成すること。

34 ○ － Ａ３版

35 提出不要 －

36 提出不要 － 該当する場合のみ

37 提出不要 －

38 建築・消防所管等事前相談記録書 ● 14

39 整備計画地建設に伴う事前確認書 ● 15

40 過去の事件・事故に関する回答票（過去３か年） ○ 16

41 ○ 17

42 ○ － 該当する場合のみ

43 ○ － 該当する場合のみ

足立区ワークライフバランス推進認定企業認定証（写し）

情報セキュリティを保証する指標に認定されているこ
とを証明する書類（写し）

そ
の
他

公社用地活用による地域の福祉インフラ整備事業　提出書類一覧

備考様式

足立区　労働条件審査　主要チェックシート２８
（自己確認チェックシート）

公図（写）

土地登記簿謄本

土地売買（賃貸借）契約書又は確約書

建物売買（賃貸借）契約書又は確約書

抵当権抹消誓約書

周辺地図

建築確認に係わる書類

土地・建物の概況写真

事
業
計
画

事業計画書

事業計画提案書

開設までのスケジュール

グループホームの離職率一覧（直近３ヶ年分）

資
金
計
画

収支見込シミュレーション

図面（配置図、平面図、立面図）

　●印の書類は副本には添付不要。

工事費積算見積書（備品内訳表【様式９】を含む）

借入金返済計画（元金､利率､期間､金融機関（支店）名､担当者連絡
先、融資証明書）

管理者の経歴書・資格証（写）

代表者の経歴書・資格証（写）

建物登記簿謄本　

土
地
・
建
物
関
係

NO.

兼務する場合はその旨明記すること。未定の場合は、配置
方針等を記した書面を提出すること。

事
業
者
の
概
要

概要・沿革

事業者の定款､寄附行為等及びその登記簿謄本

法人代表者印の印鑑証明書

収支予算書

資産の状況（資産目録等）

決算報告書（過去３か年）

指導検査結果通知・改善報告（過去３か年）

提　　出　　資　　料

公社用地借受申請書



主な注意事項

事業所一覧には施設種別、所在地、定員数等を記載すること。
また、関連法人がある場合、主な事業内容や関係性について簡潔に記
載すること。

管理者の経歴書・資格証（写）

経歴書に記載の資格すべてについて、資格証を添付すること。
応募するサービス種別の事業所での勤務経験がない場合は、開設まで
にどのような研修等を予定しているか記載すること。
また、既存施設からの異動により確保する場合は、既存施設の職員の
補充方法について記載すること。

計画作成担当者の経歴書・資格証（写）

経歴書に記載の資格すべてについて、資格証を添付すること。
応募するサービス種別の事業所での勤務経験がない場合は、開設まで
にどのような研修等を予定しているか分かる資料を添付すること。
また、既存施設からの異動により確保する場合は、既存施設の職員の
補充方法について分かる資料を添付すること。

工事費積算見積書（設計監理費、備品購入予定リスト等を含む）
事業費内訳に記載の費目すべてについて見積書等の根拠書類を提出す
ること。

収支シミュレーション ※別紙様式 併設施設それぞれの分及び合計分を提出すること。

収支シミュレーションの算定根拠
収入、支出すべての費目について算出根拠を提出すること。
また、併設施設分も作成し提出すること。

資金計画書（開設当初の運転資金を含む） ※別紙様式 併設施設すべてについて記載すること。

借入金返済計画（元金､利率､期間､金融機関（支店）名､担当者連絡先、融資証明書）

元金、利息ともに年単位の返済額及び合計額がわかるものであるこ
と。

また、提出時点で融資証明書がない場合、区から金融機関担当者に対
して下記の点を直接確認を求める場合があるので、予め金融機関担当
者にその旨を申し伝えておくこと。
【確認事項】
・借入先
・金額
・期間
・金利（確定していない場合は予定）
・固定金利or変動金利（確定していない場合は予定）
・融資見込である旨
・金融機関担当者

預金残高証明書
資金計画書における自己資金額を十分に確保できているか確認できる
内容であること。

提出不要

提出不要

提出不要

提出不要

提出不要

各室面積表 ※別紙様式
事業別の床面積及び合計がわかるものとし、共用部分の按分方法がわ
かるものとすること。
また、図面と部屋名を統一すること。

図面（配置図、平面図、立面図）

各部屋のしつらえ（ベッド、机、便器等の配置）がわかるようになっ
ていること。
また、図面に記載の部屋名とその他書類（各室面積表や支援の基本方
針）に記載の部屋名を統一すること。
グループホームの居室（宿泊室）や居間・食堂と、小規模多機能型居
宅介護の宿泊室や居間・食堂については、（）書きなどで内法面積を
併記すること。

提出不要

提出不要
印鑑証明書

３ヶ月以内に取得したものであること。
土地、建物の賃貸借契約書（確約書）に押印されている印影と同一で
あること。

過去の事件・事故に関する回答票

資料「事件・事故の公表基準」を目安として、事業者法人全体の過去
３年（令和３年４月１日以降提案書提出時点まで）の事件・事故をす
べて記載すること。
利用者名等の個人情報は記載しないでください。

足立区ワークライフバランス推進認定企業認定証（写し）

認定を受けている場合　★★★のみ対象
区外法人においては、法人所在地の管轄自治体において同様の制度に
基づく認定を受けている場合は、その認定証等の写しを添付するこ
と。

ISO 27001やISO 29100、Pマーク等の情報セキュリティを保証
する指標に認定されている場合、それを証明する書類の写しを提出す
ること。申請中の場合、それを証明する書類を提出すること。

提出書類における注意事項

提出資料

概要・沿革（設立年月日､資本金（基本金）､本社所在地､事業内容、事業所一
覧､関連法人、取引銀行（支店名）、従業員数（常勤・非常勤の内訳）等）

※様式を指定している資料については、各様式に記載の注意事項も合わせて確認し記入すること。

情報セキュリティを保証する指標に認定されていることを証明する書
類（写し）

公図

土地登記簿謄本

建物登記簿謄本

土地売買（賃貸借）契約書又は確約書　※自己所有の場合は不要

建物売買（賃貸借）契約書又は確約書　※自己所有の場合は不要　　

周辺地図

土地・建物の概況写真



【公社様式】 

年  月  日 

公社用地借受申請書 

 

東京都住宅供給公社理事長 殿 

住  所 

（法人名） 

代表者名         印 

 

公社用地の借り受けについて、下記のとおり申し込みます。 

 

記 

 

１ 希望する公社用地 

所 在 地 

面   積 

用途地域等 

 

２ 希望期間     年 月 日 から 年 月 日まで 

 

３ 実施予定の事業内容 

 

 

４ 添付資料 

・公募要項に定める資料を添付 

 

５ 連絡先 

法人名・

代表者名 

 電  話  

携帯電話  

Fax  

e-mail  

住  所  郵便番号  

担当部署  担当者名  

備考１ 公社用地の貸付けに当たり、審査会への出席をお願いする場合があります。 

２ 貸付けにつきましては、御希望に添えない場合があります。 

（日本工業規格Ａ列４番） 



 

令和  年  月  日 

（提出先）足立区長 

所在地                 

法人名                 

代表者職・氏名            ㊞ 

 

公社用地活用による地域の福祉インフラ整備事業に係る応募申請書 

 

このことについて、公社用地活用による地域の福祉インフラ整備事業者公募要項の趣旨を踏まえ、

関係書類を添えて、下記のとおり応募いたします。 

なお、整備・運営事業者に選定された場合は、区へ提案した内容（区審査会ヒアリング時の提案事

項も含む）を遵守することを誓約いたします。 

 

記 

１．応募するサービスの種類 

該当するもの全てに☑を記入 

□ 認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護 

□ 小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護 

□ 看護小規模多機能型居宅介護 

□ 提案事業（                                                      ） 

 
２．応募の目的   
 
３．添付資料   別紙提出書類一覧のとおり 
 
４．本計画以外の整備計画（建設中のものを含む）の有無   有  ・  無 

  ※有の場合、内容の分かる資料等を添付してください。 
 
５．施設整備費補助金の活用の有無   有  ・  無 
 
６．事業者担当者 

 

 

 

 

 

 

氏 名  

所 属  

連 絡 先 住 所  

電 話 番 号  ＦＡＸ番号  

電子メールアドレス  

【様式１】 



認知症高齢者グループホーム施設整備審査基準 

項 目 根拠法令等 基      準 適・否 備      考 

敷  地 

 

 

 

 

基準省令 

第９３条第６項 

 

（都市計画法） 

 

 

 

 

 

 

（建築基準法） 

１ 住宅地の中にあること又は住宅地と同程度に家族や地域住民との交流の機会 

 が確保される地域にあるか。 

 

２ 整備区域内には、都市計画法第33条第1項第8号により開発行為が禁止さ

れている区域（以下「災害レッドソーン」という。）を原則として含まないか。

また、災害レッドゾーンに該当しない場合であっても、土砂災害警戒区域、浸水

想定区域、浸水被害防止区域等、災害による被害が想定される区域に指定されて

いる区域（以下「災害イエローゾーン」という。）に施設を整備する場合は、当

該区域で整備しなければ必要数が確保できない等、災害イエローゾーンで整備

しなければならない理由があり、かつ、想定される被災リスクに対して、安全確

保や避難に係る設計上の工夫や設備の設置等の対策が講じられているか。 

 

３ 建設計画に当たり、容積率、防災上の適正な広さなど建築基準法等の関係法令

に適合しているか。 

適・否 

 

 

適・否 

 

 

 

 

 

 

 

 

適・否 

 

 

 

災害レッドゾーンとは、災害危険区域（建築基

準法第39条第1項）、地すべり防止区域（地すべ

り等防止法第3条第1項）、土砂災害特別警戒区

域（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律第9条第1項）、その他政

令で定める地域（急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律第3条第1項の急傾斜地崩壊危険

区域）をいう。 

 災害イエローゾーンに施設を整備する場合は、

非常災害対策計画や避難確保計画等に当該区域に

おける被災リスクへの対策を記載すること。 

建物構造 

 

 

 

 

 

 

（建築基準法） 

 

 

 

（建築基準法） 

 

 

 

 

 

 

（消防法） 

１ ２階を設ける場合（２階部分が300平方メートル未満の場合を除く。）には、

建築基準法第２条第９号の２に規定する耐火建築物又は同条第９号の３に規定

する準耐火建築物であるか。 

 

２ ３階部分を設ける場合には、耐火建築物であるか。 

 

３ 建物の配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等の入所者の保健衛生に関す

る事項及び防災について十分考慮しているか。 

 

４ 他の施設等と併設の場合には、独立した出入口が設けられているか。 

 

５ 法に規定する消防用設備を設けられているか。避難経路は確保されているか 

適・否 

 

 

 

適・否 

 

適・否 

 

 

適・否 

 

適・否 

各居室に面したバルコニーを設置し、原則

として避難階段に接続していること 

バルコニーの幅は、車椅子で避難可能な広さ

とすること。 

 

 

 

 

 

 

＜措置方法              ＞ 

規  模 

 

 

 

基準省令 

第９３条第２項 

 

 

１ 定員について、補助対象が１ユニットでは６名以上、２ユニットでは計 

１５名以上、３ユニットでは計２５名以上であるか。 

３ユニット分を補助対象として整備する場合、運営事業者は、認知症高齢者グ

ループホームの運営実績を有しているか。 

適・否 

 

 

 

 

５福祉高施第３９号 

令和５年７月１９日 



項 目 根拠法令等 基      準 適・否 備    考 

規  模 基準省令 

第９３条第１項 

 

基準省令 

第９０条第１項 

２ 複数ユニットを設置する場合、同一敷地内に３ユニット以内であるか。 

 

 

３ 夜勤職員は１ユニットあたり原則１名以上配置されているか。 

適・否 

 

 

適・否 

 

 

居  室 

 

 

 

 

 

 

基準省令 

第９３条第3項 

 

 

基準省令 

第９３条第4項 

 

１ １室１人（個室）であるか。 

 

２ 地階に設置されていないか。 

 

３ １人当たりの床面積は、収納設備等を除き、７．４３平方メートル以上 

（４．５畳以上）確保されているか。 

 

適・否 

 

適・否 

 

適・否 

 

 

 

 

 

（    ㎡ ～    ㎡） 

居間・食堂 

 

 

基準通知 

第３-五-３-(４) 

１ 利用者及び介護従事者が一同に会するのに十分な広さを有しているか。 

 

２ 食堂としての十分な機能を有しているか。 

適・否 

 

適・否 

（    ㎡） 

台  所 

 

 １ 入居者と職員が共同で調理等を行うことができる十分な広さを有しているか。 適・否  

浴  室 

洗 面 所 

 

 １ １～２人用の個別浴槽となっているか。 

 

２ 入浴介助を必要とする者の使用に適しているか。 

適・否 

 

適・否 

 

便  所 

 

 １ 複数箇所に分散して設けられているか。 

（1ユニット内に分散して3か所以上） 

適・否 

 

 

そ の 他 

 

 

 

基準通知 

第３-五-3-(1) 

１ 職員室、その他必要な設備を設けているか。 

 

２ 設備は職員室を除き、ユニット毎の専用設備となっているか。 

  

３ １ユニットに係る設備は、全てを同一の階に設けているか。 

適・否 

 

適・否 

 

適・否 

 内装・照明等は住宅として適切な仕様のも

のとすること。 

（注）根拠法令等 

  ・「基準省令」  指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（厚生労働省令） 

  ・「基準通知」  指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（厚生労働省老健局課長通知） 

＊ 本審査基準について、補助協議時に区市町村において判定した上で、区市町村意見書等とともに都へ提出するものとする。 



３福保高施第2420号

令和４年３月３１日

適用年月日：令和４年４月１日
１　法人の適格性　－事業主体として適格な法人であるか－

項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

組織運営 １　法人格を有しているか
・法人の定款
・法人登記簿謄本
・役員履歴書

　それぞれの法人類型に応じた法律の規定、
指導基準等に基づき適切な構成の運営組織
による事業運営が行なわれること

適・否

２　事業運営の理念は適切か ・事業計画書

　認知症高齢者の処遇及びグループホーム
事業について、理解と熱意を持って事業運営
を行うこと
　利用者が認知症高齢者であることに配慮し
た運営方針・設備構造となっていること

適・否

３　過去に問題はなかったか
　　　（既存法人の場合）

・指導検査結果通知書、
改善報告書

　過去３か年の指導結果と改善報告書によ
り、過去における問題点が改善されていること

適・否

項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

財務状況
・預金残高証明書
　（通帳の写し）

　開設後３ヶ月分の運営費が確保されている
こと

　本計画以外の他の計画や既存事業の運
営費も別に確保されていること

　運営費は法人の自己資金で確保すること

・融資証明書
　法人事務費として必要額（原則１００万円以
上）が確保されていること

３　収支状況は健全であるか
・決算書(貸借対照表及
び損益計算書）

　債務超過でないこと。（社会福祉法人にあっ
ては、現状及び整備計画による負債総額が資
産総額の２分の１を超えないこと。）

適・否

認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領【事業者整備型】

１　施設整備資金のほか事業開始
　当初の運営資金は確実に確保さ
　れているか

適・否

２　財務状況は健全であるか

・決算書(貸借対照表及
び損益計算書）
・税務申告書
・累積借入金返済計画表
・財産目録
・収支予算書
・親会社の連結財務諸表
・指導検査結果

　原則として過去３期連続して営業活動に基
づく黒字がでていること。
　ただし、一時的な事由による赤字の場合は、
この限りではない。
　なお、過去３期のうち２期に営業活動に基づ
く赤字がでている場合は認められない。

適・否

　特別損失等の一時的な事由によるもので
ある場合は、その原因と黒字への転換計画
（原則、開設予定時までに黒字転換が必要）
について提出すること
　なお、通常の営業活動（社会福祉事業又
は介護保険事業に関するものは除く）に基
づく赤字は、一時的な事由によるものとは認
められないこと

1 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領【事業者整備型】



項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

事業運営
・事業計画書
・収支予算書
・収支シミュレーション

　グループホームを継続的・安定的に運営す
るために必要な資金計画・収支計画が策定さ
れていること

　

　介護保険法に定める地域密着型サービス事
業者に指定されているか、または指定される
見込みがあること

適・否

　３ユニット分を補助対象として整備する場
合、運営事業者は、認知症高齢者グループ
ホームの運営実績を有すること

　

２　事業運営に際して経験のある施
　設等の連携及び支援が得られる
　か

・事業計画書
　認知症高齢者の処遇経験のある社会福祉
法人、医療法人等の連携及び支援が得られ
ること

適・否 　

３　法令に基づく施設の基準、その
　他の要件を満たしているか

・設計図面等
・面積表
・建物検査済証
・消防検査済証

　法令に基づく施設の最低基準、その他の要
件を満たしていること

適・否
　別紙「認知症高齢者グループホーム整備
事業審査基準」を満たしていること

４　会計処理は適切に処理されてい
　るか

・決算書
・収支予算書

　グループホームの運営以外の事業をあわせ
て行うときは、グループホームの運営について
区分経理を行なっていること

適・否

・事業計画書
　宗教活動、政治活動、選挙活動を行なわな
いこと

適・否

　併設事業との事業運営を混同させていない
こと

　併設する個人住宅とグループホームの運営
を混同させていないこと

１　事業の将来性又は確実に運営
　されていく見通しはあるか

５　グループホームを目的外
　使用することはないか

2 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領【事業者整備型】



項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

事業運営（つ
づき）

・収支予算書
・収支シミュレーション
・家賃算定根拠

　家賃、食材費、光熱水費、共益費等の積算
根拠が明確になっており、妥当な金額である
こと

　

　土地・建物を賃貸借する場合には、事業者
が地主・家主に支払う賃料及びそれに基づ
いて算出された家賃・共益費等が妥当な金
額であること
家賃については、別紙の計算式によること

・賃貸借契約（確約）書
・建物維持管理に関する
協定書等

　低所得者にも配慮した家賃設定となってい
ること

適・否
　開設時の利用料金は、補助協議時におけ
る設定料金からの変更は原則認めない

　
　礼金等、退所後の返還を前提としていないも
のは料金徴収を行わないこと（敷金は可）

７　土地・建物賃貸借契約期間は
　妥当であるか

・賃貸借契約（確約）書
・不動産登記簿謄本
・法定相続人の承諾書

　事業の存続に必要な期間(20年以上）の建
物賃貸借契約(更新条項付）が行なわれてい
ること
（原則、建物の財産処分制限期間以上の借地
権、建物賃借権の存続期間を有していること）
　必要に応じて建物賃借権登記を求めること
ができること

適・否
　必要に応じて土地・建物所有者の法定相
続人の承諾書を求める場合がある

６　利用料金について、適正な額と
　なっているか

3 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領【事業者整備型】



２　事業計画

　（１）土地に対する権利　－確実に使用できる権限を有しているか－

項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

所有予定地
１　寄付により取得する場合、所有
　者は法人に対して寄付を行う意
　思があるか

・贈与契約（確約）書
・印鑑登録証明書

　贈与契約（確約）書は、実印を使用し、印鑑
登録証明書が添付されていること

適・否

２　売買契約により取得する場合、
　売買契約は適正であるか

・売買契約（確約）書
・印鑑登録証明書

　売買契約（確約）書は、実印を使用し、印鑑
登録証明書が添付されていること

適・否
　購入確定時期は、補助金が得られる見込
みが確実になってから行うよう助言すること

３　物件は確実に所在するか
・不動産登記簿謄本
・位置図
・公図（写し）

　（不動産登記簿謄本）
　所有権保存登記済であること
　所有権移転登記済であること

適・否 　予定の場合は、登記後に提出すること

４　寄付申込者又は売主は正当な
　所有者であるか

・不動産登記簿謄本 適・否

５　当該土地に事業の安定的な継続
に支障が生じるおそれがある権利
設定がされていないこと

・不動産登記簿謄本
・決算書・連結決算書（貸
借対照表、事業活動収
支計算書、資金収支計
算書、キャッシュフロー計
算書、損益計算書等）
・（累積）借入金償還計画
書
・抵当権抹消確約書
・根抵当権抹消確約書

１ 抵当権の有無について確認すること
　 当該施設整備以外の目的による抵当権が
設定されている場合は、その内容及び法人の
経営状況等を審査し、施設の安定的かつ継続
的運営に影響を及ぼさないものであることと
し、次の全てを満たすことを原則とする
①既借入金の年間返済予定額が、直近決算
における年間資金収支差額を下回っているこ
と
②既借入金の総額が、直近決算における年
間収入に０．８を乗じた額を超えていないこと
③直近決算における自己資本が、当該整備
事業計画に係る総事業費に０．２を乗じた額を
上回っていること
④運営事業者が抵当権設定者であること
・当該施設整備以外の目的による抵当権が設
定されている場合であって、上記の要件を満
たさないものについては、原則として審査会前
に、遅くとも内示前に抹消すること
２　根抵当権の有無について確認すること
 　 根抵当権が設定されている場合は、原則と
して認められない
　 ただし、根抵当権抹消が確実な見通しがあ
るものは認めてよいこと（原則として審査会前
に、遅くとも内示前に抹消すること）

適・否

　当該施設整備以外の目的による抵当権が
設定されている場合は、その抵当権者から
施設整備に係る同意を得ること
　なお、左記審査基準における①から③の
各指標の定義は、以下のとおり
①年間資金収支差額は、直近決算の事業
活動資金収支差額（資金収支計算書）や営
業活動によるキャッシュフロー（キャッシュフ
ロー計算書）、又は税引き後当期利益に減
価償却費を加えたもの（損益計算書）に相当
するものをいう
②年間収入は、直近決算の事業活動収入
（資金収支計算書）や事業活動収入（事業
活動計算書）、売上高（損益計算書）に相当
するものをいう
③自己資本は、直近決算の貸借対照表の
純資産に相当するものをいう

　土地の共有は、認められない

4 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領【事業者整備型】



所有地
１　法人は当該土地を確実に所有し
　ているか

・不動産登記簿謄本
・位置図
・公図（写し）

適・否

２　当該土地に事業の安定的な継続
に支障が生じるおそれがある権利
設定がされていないこと

・不動産登記簿謄本
・決算書・連結決算書（貸
借対照表、事業活動収
支計算書、資金収支計
算書、キャッシュフロー計
算書、損益計算書等）
・（累積）借入金償還計画
書
・抵当権抹消確約書
・根抵当権抹消確約書

１ 抵当権の有無について確認すること
　 当該施設整備以外の目的による抵当権が
設定されている場合は、その内容及び法人の
経営状況等を審査し、施設の安定的かつ継続
的運営に影響を及ぼさないものであることと
し、次の全てを満たすことを原則とする
①既借入金の年間返済予定額が、直近決算
における年間資金収支差額を下回っているこ
と
②既借入金の総額が、直近決算における年
間収入に０．８を乗じた額を超えていないこと
③直近決算における自己資本が、当該整備
事業計画に係る総事業費に０．２を乗じた額を
上回っていること
④運営事業者が抵当権設定者であること
・当該施設整備以外の目的による抵当権が設
定されている場合であって、上記の要件を満
たさないものについては、原則として審査会前
に、遅くとも内示前に抹消すること
２　根抵当権の有無について確認すること
 　 根抵当権が設定されている場合は、原則と
して認められない
　 ただし、根抵当権抹消が確実な見通しがあ
るものは認めてよいこと（原則として審査会前
に、遅くとも内示前に抹消すること）

適・否

　当該施設整備以外の目的による抵当権が
設定されている場合は、その抵当権者から
施設整備に係る同意を得ること
　なお、左記審査基準における①から③の
各指標の定義は、以下のとおり
①年間資金収支差額は、直近決算の事業
活動資金収支差額（資金収支計算書）や営
業活動によるキャッシュフロー（キャッシュフ
ロー計算書）、又は税引き後当期利益に減
価償却費を加えたもの（損益計算書）に相当
するものをいう
②年間収入は、直近決算の事業活動収入
（資金収支計算書）や事業活動収入（事業
活動計算書）、売上高（損益計算書）に相当
するものをいう
③自己資本は、直近決算の貸借対照表の
純資産に相当するものをいう

　土地の共有は、認められない

5 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領【事業者整備型】



項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

借受予定地
１　所有者が国又は地方公共団体
　の場合、貸与又は使用許可は確
　実に受けられるか

・貸与確約書
・使用許可承諾書

　国又は地方公共団体から、貸与又は使用許
可が確実に受けられること

適・否

２　所有者が国又は地方公共団体
　以外の場合、法人に対して貸与
　の契約を行う意思があるか

・賃貸借契約（確約）書 　借地借家法に違反していないものであること 適・否

　原則、土地所有者との賃貸借契約（転貸
借でない）であること
　転貸借契約の場合は、その原因・理由に
応じて判断すること

・印鑑登録証明書
　実印を使用し、印鑑登録証明が添付されて
いること

３　物件は確実に所在するか
・不動産登記簿謄本
・位置図
・公図（写し）

　所有権保存登記済であること
　所有権移転登記済であること

適・否

４　当該土地には抵当権等所有権
　以外の権利関係が存在していな
　いか

・不動産登記簿謄本
・抵当権抹消確約書
・根抵当権抹消確約書

　 事業の安定的な継続に支障が生じるおそ
れがある権利設定がされていないこと
　 抵当権（根抵当権を含む）が設定されてい
る場合は、原則として認められない
　 ただし、抵当権（根抵当権を含む）抹消が確
実な見通しがあるものは認めてよいこと（原則
として審査会前に、遅くとも内示前に抹消する
こと）

適・否
　土地の使用貸借契約は、認められない
　また、共有名義の土地を借り受けることは
認められない。

５　建物の保存登記が可能であるか ・不動産登記簿謄本 適・否

６　賃貸借契約期間は妥当であるか ・賃貸借契約（確約）書

　借地借家法に違反していないものであること

　事業の存続に必要な期間の借地契約期間
の設定がされていること。
　　建物の財産処分制限期間以上の借地契
約期間の設定がされていること。又は、自動
更新条項が契約に入っていること

適・否 　

6 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領【事業者整備型】



項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

借地
１　法人は当該土地を確実に使用
　できる権限を有しているか

・賃貸借契約（確約）書
・位置図
・公図（写し）

　借地借家法に違反していないものであること 適・否

　原則、土地所有者との賃貸借契約（転貸
借でない）であること
　転貸借契約の場合は、その原因・理由に
応じて判断すること

・印鑑登録証明書
　実印を使用し、印鑑登録証明が添付されて
いること

２　当該土地には抵当権等所有権
　以外の権利関係が存在していな
　いか

・不動産登記簿謄本
・抵当権抹消確約書
・根抵当権抹消確約書

　 事業の安定的な継続に支障が生じるおそ
れがある権利設定がされていないこと
　 抵当権（根抵当権を含む）が設定されてい
る場合は、原則として認められない
　 ただし、抵当権（根抵当権を含む）抹消が確
実な見通しがあるものは認めてよいこと（原則
として審査会前に、遅くとも内示前に抹消する
こと）

適・否
　土地の使用貸借契約は、認められない
　また、共有名義の土地を借り受けることは
認められない。

３　建物の保存登記が可能であるか ・不動産登記簿謄本 適・否

４　賃貸借契約期間は妥当であるか ・賃貸借契約（確約）書

　借地借家法に違反していないものであること

　事業の存続に必要な期間の借地契約期間
が設定されていること
　建物の財産処分制限期間以上の借地契約
期間の設定がされていること。又は、自動更
新条項が契約に入っていること

適・否
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　（２）立地条件等

項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

立地条件等
１　当該土地に施設の建設が可能
　であるか

　グループホームの建築許可の見通しが確実
であること
　（用途地域、建ぺい率、容積率等を満たした
建物であるか）

適・否

２　立地条件に問題はないか
・交通の便と周囲の状況
（案内図）

　立地条件に問題がないこと
　（交通機関、医療施設、公共施設等があり生
活に支障がないか）

適・否
　別紙「認知症高齢者グループホーム整備
事業審査基準」を満たしていること

　（３）地域連携等

項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

地域連携
１　開設にあたって区市町村等との
　連携が図られているか

・区市町村意見書
　開設にあたって区市との事前協議が行なわ
れ、連携が図られていること

適・否

２　当該土地にグループホームを
　開設することについて、地域住民
　は了解しているか

・地域自治会や近隣住民
の同意等

　住民の理解と協力を前提とするため、原則と
して地元の反対がないこと

適・否
　 反対がある場合は、住民との話合いの経
緯及び結果をみて判断する。

３　事業者は、区市町村から報告の
　聴取等必要な指導及び助言を受
　け、それらに誠実に対応すること。

適・否
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　（４）建物に対する権利　－確実に使用できる権限を有しているか－

項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

１　所有者が国又は地方公共団体
　の場合、貸与又は使用許可は確
　実に受けられるか

・貸与契約書
・使用許可承諾書

　国又は地方公共団体から貸与又は使用許
可が確実に受けられること

適・否

・不動産賃貸借契約（確約）書 　借地借家法に違反していないものであること 適・否

・印鑑登録証明書
　実印を使用し、印鑑登録証明が添付されて
いること

３　物件は確実に所在するか
　　（改修の場合）

・不動産登記簿謄本
・建物配置図及び現況写
真

　所有権保存登記済であること
　所有権移転登記済であること

適・否

４　賃貸人は正当な所有者であるか
・不動産登記簿謄本
・印鑑登録証明書

適・否

　建物所有者の承諾の有無に関わらず、借
家権の譲渡・転貸は認められない
　現在の建物賃貸借契約を解消し、新たに
建物所有者とグループホーム運営事業者が
賃貸借契約を締結した場合は認める

５　当該建物に事業の安定的な継続
に支障が生じるおそれがある権利
設定がされていないこと
（既存建物の改修による整備の場
合）

・不動産登記簿謄本
・決算書・連結決算書（貸
借対照表、事業活動収
支計算書、資金収支計
算書、キャッシュフロー計
算書、損益計算書等）
・（累積）借入金償還計画
書
・抵当権抹消確約書
・根抵当権抹消確約書

１ 抵当権の有無について確認すること
　 当該施設整備以外の目的による抵当権が
設定されている場合は、その内容及び法人の
経営状況等を審査し、施設の安定的かつ継続
的運営に影響を及ぼさないものであることと
し、次の全てを満たすことを原則とする
①既借入金の年間返済予定額が、直近決算
における年間資金収支差額を下回っているこ
と
②既借入金の総額が、直近決算における年
間収入に０．８を乗じた額を超えていないこと
③直近決算における自己資本が、当該整備
事業計画に係る総事業費に０．２を乗じた額を
上回っていること
④運営事業者が抵当権設定者であること
・当該施設整備以外の目的による抵当権が設
定されている場合であって、上記の要件を満
たさないものについては、原則として審査会前
に、遅くとも内示前に抹消すること
２　根抵当権の有無について確認すること
 　 根抵当権が設定されている場合は、原則と
して認められない
　 ただし、根抵当権抹消が確実な見通しがあ
るものは認めてよいこと（原則として審査会前
に、遅くとも内示前に抹消すること）

適・否

　  当該施設整備以外の目的による抵当権
が設定されている場合は、その抵当権者か
ら施設整備に係る同意を得ること
　なお、左記審査基準における①から③の
各指標の定義は、以下のとおり
①年間資金収支差額は、直近決算の事業
活動資金収支差額（資金収支計算書）や営
業活動によるキャッシュフロー（キャッシュフ
ロー計算書）、又は税引き後当期利益に減
価償却費を加えたもの（損益計算書）に相当
するものをいう
②年間収入は、直近決算の事業活動収入
（資金収支計算書）や事業活動収入（事業
活動計算書）、売上高（損益計算書）に相当
するものをいう
③自己資本は、直近決算の貸借対照表の
純資産に相当するものをいう

　建物の共有は、認められない
　また、使用貸借契約は認められない。

建物所有
・

借家
・

借家予定

２　所有者が国又は地方公共団体
　以外の場合、法人に対して貸与の
　契約を行う意思があるか
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項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

建物所有・
借家・借家予
定（つづき）

６　賃貸借契約期間は妥当であるか
・不動産賃貸借契約（確
約）書
・不動産登記簿謄本

　借地借家法に違反していないものであること
　事業の存続に必要な期間(20年以上）の建
物賃貸借契約(更新条項付）が行なわれてい
ること
（原則、建物の財産処分制限期間以上の賃借
期間が担保されていること）
　必要に応じて建物賃借権登記を求めること
が出来ること

適・否
　借地上の建物の賃貸借の場合は、必要十
分な借地権の存続期間を有していること

７　当該建物は、グループホーム
　として使用可能であるか

・設計図面
・建築検査済証
・消防検査済証

　建築確認等の手続きに問題がないこと 適・否

　改修の場合、当該建物を改修後、グルー
プホームの機能に支障なく使用できること
　既存建物の築年数や改修後長期間の事
業継続の確実性について確認すること
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　（５）資金計画　－確実に建設又は改修できる資金を有しているか－

項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

法人
１　事業規模は適正であり、相応し
　た資金計画であるか

・事業計画書
・資金計画書
・工事費・備品費等積算
根拠

　施設開設資金は、自己資金のほか、補助
金、公的借入金（福祉医療機構等）及び金融
機関からの融資によること

適・否
　金融機関からの融資を予定している場合
は、適正な財源の範囲とすること

２　必要な資金を適切な方法で調達
しているか

・区市町村意見書等
　自治体からの補助を予定している場合に
は、確実に補助の見込みがあること

適・否

・融資証明（確約）書
　借入金は確実に調達できる見込みがあるこ
と

適・否

・寄付確約書
　寄附を受ける場合には履行が確実であるこ
と

適・否

３　借入金償還の見通しはあるか
・借入金償還計画書
・収支シミュレーション

　収支差額を借入金の償還財源に充当する
場合は、収支予想に無理がないか確認するこ
と

適・否

４　累積借入金に対しての償還の
　見通しはあるか

・決算書
・累積借入金償還計画書

　既存の借入金がある場合は、その借入金償
還計画書と返済見込みを確認すること

適・否

５　自己資金は確実に保有してい
　るか

・預金残高証明書
・決算書

　同時期に他の計画がある場合は、それも含
めて資金確保ができていること
（全計画の資金計画を提出すること）

適・否 必要に応じて通帳（写し）を提出すること

　（６）職員配置　－基準を満たしているか－

項　　目 審　査　内　容 関　係　書　類 審　査　基　準 適・否 備　　　考

職員配置
１　職員の基準配置を満たして
　いるか

・職員配置計画
・職員ローテーション表
・職員履歴書および資格
証明書（写し）

適・否 　

２　管理者は適切な人材を配置して
　いるか

・管理者の履歴書、資格
を証明する書類

　管理者としての資質・経験・能力等を有した
人材を配置する計画となっているか

適・否
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認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領 別紙 

 

１ 家賃の考え方 

  以下に基本的家賃の計算式を示します。積算された数字と、地域の相場を十分考慮し

て、微調整してください。 

 【事業者創設型】 

 ○ 土地を購入して整備する場合 

   （土地購入費＋建物整備費＋備品費）÷償却年数÷１２か月÷利用人数÷稼働率＋建

物修繕費等の管理費 

 ○ 土地を賃貸して整備する場合 

    月額土地賃借料÷利用人数÷稼働率＋（建物整備費＋備品費）÷償却年数÷１２か

月÷利用人数÷稼働率＋建物修繕費等の管理費 

 

 【オーナー創設型】 

   月額建物賃借料÷利用人数÷稼働率＋備品費÷償却年数÷１２か月÷利用人数÷稼

働率＋建物修繕費等の管理費 

 

２ 留意事項 

 （１）都の補助金を活用しての整備事業となるため、低所得者にも配慮した家賃設定となっ

ていること。 

 （２）建物修繕費等の管理費には、修繕積立金、固定資産税、借入金利息等を計上してか

まいません。 

 （３）稼働率は９０％以上を見込んで計算してください。 

 

３ 家賃以外の利用料金について 

 （１）共益費について、原則、利用者実費負担費用となります。 

 （２）建物の修繕積立金は家賃に含んでください。 

 （３）敷金を徴収する場合は、２か月分の家賃相当額を上限とします。償却はせず、退去時

に実費相当分を清算するものとすること。 

 

 



 

 

【様式1-2】 

概要・沿革 

 

□ 設立年月日 

 

□ 資本金 

   

□ 本社所在地 

   

□ 事業内容 

   

□ 事業所一覧 

   

事業所名 種別 定員 住所 

    

    

    

    

    

 

□ 法人全体の離職率 

令和５年度  ％、令和４年度  ％、令和３年度  ％ 

 

□ 関連法人 

 

□ 取引銀行 

   

□ 従業員数（常勤・非常勤の内訳） 



 

【様式２】 

役員構成 

氏名(役職名) 年齢 
役員等

兼任 
備 考 

代表者 

(     ) 

 
無 

・ 

有 

 

【代表者略歴】 

 

理事・役員 

(     ) 

 
無・有 

 

理事・役員 

       (     ) 

 
無・有 

 

理事・役員 

       (     ) 

 
無・有 

 

理事・役員 

       (     ) 

 
無・有 

 

理事・役員 

       (     ) 

 
無・有 

 

理事・役員 

       (     ) 

 
無・有 

 

理事・役員 

       (     ) 

 
無・有 

 

理事・役員 

       (     ) 

 
無・有 

 

評議員 

       (     ) 

 
無・有 

 

評議員 

       (     ) 

 
無・有 

 

監事 

       (     ) 

 
無・有 

 

監事 

       (     ) 

 
無・有 

 

※ すべての役員・評議員の氏名・役職名をご記入ください。（法人の状況に合わせて、様式は適宜加除してく 

ださい。） 

※ 他の法人の役員等を兼任している場合は、「役員等兼任」欄の「有」に○を付し、備考欄に法人名・役職名 

を記入してください（計画中のものも含め、複数の場合はすべて記入）。 

※ 職歴等に建築業者等との関連がある場合は、その状況を備考欄に記入してください。 



　

工 事 区 分 　　　創　設　　・　　改　修 整 備 主 体 　　　　事業者整備型　　・　　オーナー整備型

最寄駅：　日暮里・舎人ライナー　線　江北　駅下車　　　徒歩　14　分

施 設 の 名 称 利用定員 事業計画書別紙（運営概要）のとおり

必 須 事 業
（該当するものに〇）

内 容

敷地面積　　　　　　　　　　　　　　　　　       　1971.36　　　㎡ （建ぺい率　　　40　　　％、容積率　 　150　　　　％）

都市計画上の用途地域

敷地の所有形態 　所有権　　・　　賃借権　　・　　地上権

借地等の契約期間

土地所有者

抵当権の有無 　有　・　無　　（「有」の場合、抵当権登録抹消時期：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

土地の現況 　宅地　・　農地　・　その他　（　　　　更地　　　　　　）

建物の建築面積 　　　　　　　　　　　　　　　㎡ 建物の延床面積 　　　　　　　　　　　　　　　㎡

計画図面上の建ぺい率等 　建ぺい率　　　　　　　　％

建物の構造、耐火の有無等 　　　　　　　　　　　　造　　　　階建　　　　（　耐火建築　・　準耐火建築　）

スプリンクラー等の設置 　スプリンクラー　・　自動火災報知設備　・　消防機関へ通報する火災通報設備

建物所有者
（オーナー型の場合）

　　　　―　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建物賃借の契約期間
（オーナー型の場合）

施設・設備整備費

契約年月日 　　　年　　　月　　　日 竣工年月日 　　　年　　　月　　　日

着工年月日 　　　年　　　月　　　日 事業開始年月日 　　　年　　　月　　　日

職 員 体 制

兼 務 の 状 況 事業計画書別紙（運営概要）のとおり

法 人 名

法 人 所 在 地

代表者名

役員等（氏名又は人数） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人　　　　　

監事・監査役（氏名又は人数） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人　　　　　

氏 名 電 話 番 号

フ ァ ッ ク ス 番 号

メ ー ル ア ド レ ス

備　　　考

事業計画書別紙（運営概要）のとおり

　円（内訳は別紙事業費内訳書のとおり）

　第一種中高層住居専用地域

　50　年間
　　　　　　　　　　　　　（　　更新　：　　　有　　・　　無　　）

東京都住宅供給公社

容積率　　　　　　　％

　    　　　年　　　月　　　日　　～　　    　　　年　　　月　　　日　　（　　　　年間）
　　　　　　　　　　　　　（　　更新　：　　　有　　・　　無　　）

事　業　計　画　書

整 備 予 定 地
東京都足立区西新井本町四丁目６１番30他（地名地番）

認知症対応型共同生活介護　・　小規模多機能型居宅介護　・　看護小規模多機能型居宅介護

施 工 計 画

運
営
事
業
者 役 職

連
絡
先 職 名

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要

提 案 事 業
（ 必 要 に 応 じ て
行 を 追 加 ）

施 設 の 規 模

【様式３】



共同生活住居数
利用者数

ユニット数： 合計定員： 各ユニット定員： 人

居室面積（１室あたり）

家賃： 食材費：

光熱水費： 共益費：

敷金：

本事業所における短期利用
共同生活介護の実施予定

管理者名

管理者資格

管理者が当該事業所で兼務
する他職種（兼務がある場合）

管理者の同一敷地内の他事業所等の
従業員との兼務（兼務がある場合）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

常勤

非常勤

常勤換算後の人数

夜勤職員の配置数

有資格者数（資格別に
常勤換算で記入）

算定予定の加算

認知症対応型共同生活介護

職員体制

事業計画書別紙（運営概要）

費用（月額）

㎡（内法）

円円

円

ユニット 人

円 円

　　有　　　・　　　無

円

　　有　　　・　　　無

その他（　　　　　　　　　　　）：

その他施設

名称、所在地、主な診療科目を記載すること

名称、所在地、施設概要を記載すること

ユニット３の介護従事者数 計画作成担当者

協力機関

ユニット２の介護従事者ユニット１の介護従事者

医療機関

【様式３ 別紙】



利用定員 登録： 人 通い： 人 宿泊： 人

食事の提供・宿泊に要する費用 食事： 円 宿泊： 円

その他の費用 内容： 円

通常の事業実施地域

居間及び食堂の合計面積 ㎡

個室以外の宿泊スペースの
合計面積 ㎡

宿泊定員から個室の定員数
を減じた人数 人

管理者名

管理者資格

当該事業所で兼務する他の
職種（兼務がある場合）

同一敷地内の他の事業所等の従
業員との兼務（兼務がある場合）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

夜間の従業者の配置

有資格者数（資格別に
常勤換算で記入）

算定予定の加算

　　有　　　・　　　無

事業計画書別紙（運営概要）

小規模多機能型居宅介護

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

職員体制
介護従事者 うち看護職員 介護支援専門員

その他施設 名称、所在地、施設概要を記載すること

日中

常勤

非常勤

常勤換算後の人数

人（夜間の連絡体制の説明資料も添付してください。）

協力機関

医療機関 名称、所在地、主な診療科目を記載すること

【様式３ 別紙】



利用定員 登録： 人 通い： 人 宿泊： 人

食事の提供・宿泊に要する費用 食事： 円 宿泊： 円

その他の費用 内容： 円

通常の事業実施地域

居間及び食堂の合計面積 ㎡

個室以外の宿泊スペースの
合計面積 ㎡

宿泊定員から個室の定員数
を減じた人数 人

管理者名

管理者資格

医療体制

当該事業所で兼務する他の
職種（兼務がある場合）

同一敷地内の他の事業所等の従
業員との兼務（兼務がある場合）

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

夜間の従業者の配置

有資格者数（資格別に
常勤換算で記入）

算定予定の加算

　　有　　　・　　　無

連携に係る契約 ： 　契約済み　・　契約予定

協力機関

常勤

非常勤

常勤換算後の人数

介護従事者 うち看護職員

日中

　一体型　・　連携型

連携する訪問看護事業所
（連携型の場合）

事 業 所 名 ：

所 在 地 ：

事業計画書別紙（運営概要）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

看護小規模多機能型居宅介護

その他施設 名称、所在地、施設概要を記載すること

職員体制

医療機関 名称、所在地、主な診療科目を記載すること

人（夜間の連絡体制の説明資料も添付してください。）

介護支援専門員

【様式３ 別紙】



 

 

【様式４】事業計画提案書について 

 

●以下の事業運営に関し、各項目具体的な提案を記述してください。 

共…全事業共通 

ＧＨ…認知症対応型共同生活介護 

多…小規模多機能型居宅介護 

看…看護小規模多機能型居宅介護 

 

 ※複数事業を実施する場合で、共通項目及び複数の種別が該当する項目について、事業により内容が

異なる場合は、事業別にどの事業内容かがわかるよう記載してください。 

   (例) 認知症対応型共同生活介護と看護小規模多機能型居宅介護を実施する場合 

(3) 提供するサービスの基本的な理念・方針（高齢者を介護する際に大切にする視点） 共 

 

 

（認知症対応型共同生活介護）具体的な内容を記載 

 

（看護小規模多機能型居宅介護）具体的な内容を記載 

 

 

 

 

 

●２０ページ以内を条件とします。なお、文字の大きさは１１ポイントとします。 

※表に記載している項目は消さないでください。 

※記載が不要な項目も同様に消さないでください。ただし、枠の幅を狭めることは可能です。 

※別紙による記載はしないでください。 

 

 

 



 

 

事業計画提案書 

(1) 法人の経営理念 共 

 

(2) 足立区及び本予定地で事業を実施する理由 共 

 

(3) 提供するサービスの基本的な理念・方針（高齢者を介護する際に大切にする視点） 共 

 

(4) 健康管理、身体機能の維持回復、重度化を予防するための方針と取り組み 共 

 

(5) 自立支援を念頭においた食事、入浴、排泄に関するサービスの提供方針と取り組み 共 

 

(6) 利用者が地域や家族との関係の中で、快適な日常生活を続けるための支援に対す

る方針と取り組み 共 

 

(7) 認知症高齢者に対するケアの方針と取り組み 共  

 

【様式４】 



 

(8) 医療対応（医療機関との連携含む） 共 

 

 

 

 

 

(9) ターミナルケアを含めた重度化への取り組み（在宅での実施支援含む） 共 

 

 

 

 

 

(10) 家族との連携・協力を得るための取り組み ＧＨ 

 

 

 

 

 

(11) 在宅生活の支援に対する方針と取り組み 多、看 

  （家族介護者等のレスパイトケアにつながる取り組みも記載） 

 

 

 

 

 

 

(12) サービス選択の支援、権利擁護の方針と取り組み 共 

 

 

 

 

 

 

(13) 身体拘束及び虐待防止への方針と取り組み 共 

 

 

 

 

 

(14) 事故（服薬を含む）防止の取り組み 共 

 

 

 

 

 



 

(15) 衛生管理、感染症対策 共 

 

 

 

 

 

 

(16) 災害（火災、地震等）に備えた取り組み、夜間時での緊急対応 

  （勤務形態及び職種別人数、待機場所、緊急時対応等）共 

 

 

 

 

 

 

(17) 自主評価、第三者評価、苦情・要望をサービス向上につなげる取り組み 共 

  （運営推進会議、介護・医療連携推進会議の開催が必要な種別は、その内容含む） 

 

 

 

 

 

 

(18) 個人情報保護の取り組み 共 

 

 

 

 

 

 

 

(19) 職員確保の取り組み（「新規採用」「既存施設からの異動」それぞれ記載） 共 

 

 

 

 

 

(20) 管理者、職員及び配置に対する考え方 共 

  （経験、保有資格、経験者と未経験者の比率を記載） 

 

 

 

 

 

 

 



 

(21) 職員定着支援（職場環境の向上、処遇改善、離職防止策等） 共 

 

 

 

 

 

 

(22) 職員の研修、資格取得支援に対する取り組み 共 

 

 

 

 

 

(23) その他人材育成への取り組み 共 

 

 

 

 

 

(24) 地域包括ケアシステムの中で担う役割 共 

 

 

 

 

 

(25) 地域（災害時に備えた日常的な地域連携含む）、行政、他事業所との連携 共 

 

 

 

 

 

(26) ボランティアの活用 共 

 

 

 

 

 

(27) 入居者の生活空間としての快適性、安全性について（設計において考慮した点

などを具体的に記載） 共 

 

 

 

 

 

 



 

(28) 職員の見守りや、汚物、食事の動線など施設運営を考慮した建築計画について

（設計において考慮した点などを具体的に記載） 共 

 

(29) 近隣配慮、環境負荷軽減への取り組みについて（設計において考慮した点など

を具体的に記載） 共 

 

(30) 災害時の安全性を高める配慮について（設計において考慮した点などを具体的

に記載） 共 

 

(31) 併設提案事業を実施する意図、理由 ※併設事業がある場合のみ記載 共 

※ 事業計画提案書別紙（提案事業）に記載すること 

 



 

【様式４ 別紙】 提案事業について 

 
 提案事業に関する具体的な内容について、記載してください。 

  （記載する事項） 

〇提案内容、運営方針等 

〇興野町住宅居住者等の地域住民に向けた取組み 

〇地域のニーズ及び市の福祉計画等との整合 

〇必須事業との連携による相乗効果等 

 

 

 



4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

土地 公社用地貸付等
土地賃
貸借契
約締結
■

契約・建築工事
入札
●

契約
着工
●

竣工
●

設計・監理業務

中間
検査
●

完了
検査
●

公募
〆切
●

一次
審査
●

二次
審査
●

公社
審査
●

結果
発表
●

指定
申請
●

開設
●

補助金に関する現地調査・検査
現地
確認
●

中間
検査
●

竣工
検査
●

内示
●

交付
申請
●

交付
決定
●

実績
報告
●

支払
●

実績
報告
●

支払
●

住民説明 町会・自治会及び住民同意

計画作成担当者

介護従業者

研修 講義・実技

令和9年度

職員採用・研修

職員採用

令和７年度

補助協議 ・交付申請等

事業者公募・指定申請

項目

開設までのスケジュール（参考例）

事業者公募・指定
申請・補助金

令和６年度

建築確認・消防署等との協議

令和８年度

設計・工事

助成金を受けて整備する場合の参考例

（１）農地転用等の地目変更がある場合は、それらに関する諸手続きのスケジュールを記入す
ること。
（２）既存の建物がある場合は、その解体スケジュールを記入すること。
（３）土壌汚染の調査等が必要とされる場合は、諸作業等のスケジュールを記入すること。

助成金を受けて整備する場合は、工事請負契約の締結は競争入札による
こと。（随意契約、見積もり合わせは不可）

着工予定日は、競争入札手続きに要する期間を考慮した期日とすること。

【内示から着工までの一般的な流れ】
①内示→②土地契約→③確認申請→④建築確認→⑤現場説明→（見積り）
→⑥入札→⑦着工

（目安： 内示後
概ね２か月）

建築工事

基本設計（内示まで） 実施設計（着工まで） 監理業務（竣工まで）

【竣工～開設まで】
①竣工

②法人自主検査
③建築・消防検査、検査済証交付
④区竣工検査

⑤区検査指摘事項改善報告

⑥建物引渡し
⑦表示登記（建物）
⑧保存登記（建物）

⑨指定申請（開設前々月の２５日まで）
⑩開設（毎月１日付）

※④から⑧までに１か月以上を要するので、
開設予定日の２か月以上前までに建築・消

防検査済証の交付（③）を受けられるように

余裕をもってスケジュールを組むこと。

※工事（竣工）が遅れた場合には、開設時
期も遅れることに留意すること（指定の手
続き期間を短縮することはできません。）

改善報告が受理されるま
で建物引渡しは不可。

東京都補

助協議

建築・消防の検査済証が交付されていること

助成金の交付申請
は契約締結後１か月以内

住民説明会及び戸別訪問
期間に限らず適宣実施

設計変更を行う場合は再度実施
工事説明会

指定申請時まで

開設時まで

【助成金を受けて整備する場合の注意点】

→内示前に実施できない業務
〇入札（入札情報の公表を含む）及び建設工事着工
〇建築確認申請（東京都補助協議で図面の指摘が出ることもあるため。）

→内示前に実施してもよい業務（条件付含む）
〇中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例等に係る標識設置
〇実施設計（ただし内示前に契約した場合は、補助対象外経費となります。
〇土地契約 ※最終的に内示が出ない可能性もあるというリスクがあることを承知のうえ実施すること。
〇別契約の補助対象外工事（既存建物の解体等）

１か月以上



 

【様式５－１】 

代表者（開設者）経歴書 

事業所の名称  

職務 代表者（開設者研修 済・未 ）  ※該当する方に○をしてください。 

フリガナ  

生年月日       年   月   日 

氏名  

住所 

(郵便番号       －      ) 

電 話 番 号  

主  な  職  歴  等 

年 月 ～  年  月 勤 務 先 等 職務内容 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

職務に関連する資格 

資 格 の 種 類 資 格  取 得 年 月 

 

 

 

 

 

 

※資格証（写）を添付すること。 

 

備 考 

  

 

  

※ 住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。 

※ 人員の確保ができていない場合は、配置予定人員に最低限求める資格や経験等を記載してください。 

  



 

【様式５－２】 

管理者経歴書 

事業所の名称  

職務 管理者 【 兼務： 無・ 有 （内容：            ）】 

フリガナ  

生年月日       年   月   日 

氏名  

住所 

(郵便番号       －      ) 

電 話 番 号  

主  な  職  歴  等 

年 月 ～  年  月 勤 務 先 等 職務内容 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

職務に関連する資格 

資 格 の 種 類 資 格  取 得 年 月 

 

 

 

 

 

 

※資格証（写）を添付すること。 

 

備 考 

  

 

  

※ 住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。 

※ 人員の確保ができていない場合は、配置予定人員に最低限求める資格や経験等を記載してください。 

  



 

【様式５－３】 

計画作成担当者（責任者） 経歴書 

事業所の名称  

職務 
計画作成担当者（責任者） 

【 兼務： 無・ 有 （内容：            ）】 

フリガナ  

生年月日       年   月   日 

氏名  

住所 

(郵便番号       －      ) 

電 話 番 号  

主  な  職  歴  等 

年 月 ～  年  月 勤 務 先 等 職務内容 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

職務に関連する資格 

資 格 の 種 類 資 格  取 得 年 月 

 

 

 

 

 

 

※資格証（写）を添付すること。 

 

備 考 

  

 

  

※ 住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。 

※ 人員の確保ができていない場合は、配置予定人員に最低限求める資格や経験等を記載してください。 

※ ＧＨは、ユニットごとに作成してください。 



常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※２　「在籍者数[b]」は「在籍者数[a]」のうち、年度末時点の在籍者数を記入してください。なお、「在籍者数[a]」で常勤であったものが年度末時点で非常勤に
なったものは、「在籍者数[b]」では常勤に記入してください。同様に、「在籍者数[a]」で非常勤であったものが年度末時点で常勤になったものは、「在籍者数
[b]」では非常勤に記入してください。

※３　同じ法人内での異動は、他拠点への「異動者数[c]」に記入してください。また、※2と同様に常勤から非常勤になったものは常勤に、非常勤から常勤になった
ものは非常勤に記入してください。

※４　離職率が30％以上のグループホームについては、その問題点・課題とその改善策を様式６－２に記入してください。問題点・課題とその改善策はグループホー
ムごとに、記入例を参考に具体的に記入してください。

※５　令和4年度、令和3年度分についても、この様式の年度を変えて作成してください。

※６　都内で運営しているグループホーム全ての離職率を記載して下さい。都内で運営していない場合、他自治体で運営しているグループホームの離職率を記載して
下さい。

※１　「在籍者数[a]」は年度初めの在籍者数を記入してください。

東京都内等の認知症高齢者グループホームの離職率一覧　（令和5年度）

事業所名 区市

ユ
ニ
ッ

ト
数

事業開始年月日

総
定
員
数

離職者数
[d] =[a]-([b]+[c])併設施設 在籍者数[a]※1

令和5年4月1日 令和6年3月31日時点の状況

在籍者数[b]※2
他拠点への

異動者数[c]※3
離職率

[e] =[d]÷[a]×100

【様式６－１】



事業所名 離職率 問題点・課題 改善策

常　勤

非常勤

常　勤

非常勤

常　勤

非常勤

常　勤

非常勤

常　勤

非常勤

常　勤

非常勤

離職率30％以上のグループホームの問題点・課題及びその改善策

法人全体

4

5

1

2

3

【様式６－２】



事業所名 離職率 問題点・課題 改善策

記入例 ○○グループホーム 32.0%

（例文）
常勤職員で離職した職員4人のうち1人は結婚
により専業主婦になるため退職したが、残り3人
は退職理由を「一身上の理由」とあったため、正
確な理由は把握できていない。しかし、社内調
査や退職者の日頃の言動から、「仕事の割に給
与が低い」ことや、「職場や社員の雰囲気が悪
いから」等が退職理由と考えられた。

（例文）
介護士の給与については、常勤介護士は平均
賃金210,375円、新卒の常勤介護士は199,800
円、嘱託介護士は182,187円とします。また、賞
与については職員の士気を高めるために最低
でも常勤介護士に1.5ヶ月必ず支給し、嘱託介
護士は最低で0.5カ月支給します。賞与に関して
は、特養などの他施設は、毎年常勤3.5ヶ月、嘱
託2.0カ月を支給していますので、入居状況や収
支、人事考課などにより同等の賞与を支給した
いと考えています。
1日のうちのほとんどの時間を利用者と共に同じ
空間で過ごすスタッフが、少しでもほっとできる
スペースを提供したいと考え、各フロアにスタッ
フルームを設置することを計画しました。スタッ
フルームからは、フロア全体を見ることができる
ため、入居者の方々の見守りを行うこともでき、
早急な対応も可能となっています。職員の休憩
場や着替え等の場としては、フロアから分離し
た会議室の一部を活用し、敷地面積が限られた
中でも、スタッフが健康的に職務を行えるよう対
処していきたいと考えております。
そのほかスタッフに対するケアとして、メンタル
ヘルスケアを半期に一度実施したり、法人契約
したスポーツジムや保養施設の利用を促したり
することを考えています。また、有給の取得（時
間単位での取得可能）や退職金の支給、産休・
介護・傷病休暇の取りやすい環境づくりや、育
児従事者等のシフトを優先的に組むなどの勤務
体系における整備も行っていく予定です。

離職率30％以上のグループホームの問題点・課題及びその改善策 【様式６－２】



職員の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （ 年 月分）

（ローテーション表） 施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 　備　考

＊

備考 1 　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。
2

3

4 　他の職種として勤務している場合は空欄、休日の場合は「休」と入力してください。

5

6

7
8 　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。
9 　備考欄に、兼務状況（兼務職種名等）を記入してください。
10

※ 当該事業所における勤務時間区分を記入してください。

① 時間 ④ 時間 ⑦ 時間 ⑩ 時間

② 時間 ⑤ 時間 ⑧ 時間 ⑪ 時間

③ 時間 ⑥ 時間 ⑨ 時間 ⑫ 時間

勤務時間区分 時間数 勤務時間区分 時間数 勤務時間区分 時間数 勤務時間区分 時間数

　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し、「週平均の勤務時間」については、職種ごとのＡの小計と、Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入してください。
　雇用形態の区分　　正規又は非正規
　勤務形態の区分　　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

　常勤換算が必要な職種は、Ａ～Ｄの「週平均の勤務時間」をすべて足し、常勤の従業者が週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出してください。

　夜勤は網掛けで表示してください。
　また、夜勤職員は正規の常勤職員（複数ユニットある場合は、少なくとも１名を正規の常勤職員）としてください。

　同一職員が複数の職を兼務する場合は、それぞれの職における勤務時間が重ならないよう注意して記入してください。
　（例えば、Ａさんがユニット１，２両方の管理者をする場合、ユニット１は9:00～13:00、ユニット２は13：00～17：00にするなど）

　１ユニットにつき１枚作成してください。

　申請する事業に係る職員全員（管理者、計画作成担当者を含む。）について、４週間分の勤務すべき時間数を記入してください。下表を使い、勤務時間ごとに区分して番号を付し、そ
の番号を記入してください。（記入例参照）

第３週 第４週
4週
の合
計

週平
均の
勤務
時間

常勤
換算
後の
人数職種

雇用
形態

勤務
形態 氏名

第１週 第２週

【様式７】



【記入例】

職員の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （ 年 月分）

（ローテーション表） 施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 　備　考

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

（記載例）

〇〇〇〇 ② ② ② ② ② 休 休 ② ② ② ② ② 休 休 ② ② ② ② ② 休 休 ② ② ② ② ② 休 休 160 40

◎◎◎◎ ② ② ② 休 休 ② ② 休 休 ② ② ② 休 休 ② ② 休 休 80 20
兼務
（介護職員）

介護職員 ●●●● ② ② 休 休 ② ② ② 休 休 ② ② 休 休 ② ② ② 休 休 80 20
兼務
（計画作成担当者）

△△△△ ④ 休 休 ④ ④ ④ ④ ① ① ① 休 休 ① ① ④ 休 休 ④ ④ ④ ④ ① ① ① 休 休 ① ① 160 40

介護職員 ▽▽▽▽ 休 ④ ④ ① ① 休 休 休 ④ ④ ① ① 休 休 休 ④ ④ ① ① 休 休 休 ④ ④ ① ① 休 休 128 32

介護職員 ▲▲▲▲ ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 80 20

▼▼▼▼ 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 72 18

介護職員 □□□□ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 休 ⑤ 休 72 18

備考 1 　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。
2

3

4 　他の職種として勤務している場合は空欄、休日の場合は「休」と入力してください。

5

6

7
8 　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。
9 　備考欄に、兼務状況（兼務職種名等）を記入してください。
10

※ 当該事業所における勤務時間区分を記入してください。

① 時間 ④ 時間 ⑦ 時間 ⑩ 時間

② 時間 ⑤ 時間 ⑧ 時間 ⑪ 時間

③ 時間 ⑥ 時間 ⑨ 時間 ⑫ 時間

勤務時間区分 時間数 勤務時間区分 時間数 勤務時間区分 時間数

　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し、「週平均の勤務時間」については、職種ごとのＡの小計と、Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入してください。
　雇用形態の区分　　正規又は非正規
　勤務形態の区分　　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

　常勤換算が必要な職種は、Ａ～Ｄの「週平均の勤務時間」をすべて足し、常勤の従業者が週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出してください。

勤務時間区分 時間数

　夜勤は網掛けで表示してください。
　また、夜勤職員は正規の常勤職員（複数ユニットある場合は、少なくとも１名を正規の常勤職員）としてください。

C

　１ユニットにつき１枚作成してください。

　同一職員が複数の職を兼務する場合は、それぞれの職における勤務時間が重ならないよう注意して記入してください。
　（例えば、Ａさんがユニット１，２両方の管理者をする場合、ユニット１は9:00～13:00、ユニット２は13：00～17：00にするなど）

正規 C

正規 C

　申請する事業に係る職員全員（管理者、計画作成担当者を含む。）について、４週間分の勤務すべき時間数を記入してください。下表を使い、勤務時間ごとに区分して番号を付し、そ
の番号を記入してください。（記入例参照）

介護職員 非正規 C

非正規

正規 Ａ

介護職員 非正規 Ａ

計画作成担当者 正規 Ａ

第３週 第４週

管理者 正規 Ａ

4週
の合
計

週平
均の
勤務
時間

常勤
換算
後の
人数職種

雇用
形態

勤務
形態 氏名

第１週 第２週

【様式７】記 入 例



【様式８－１】

事業費按分表 ※水色セルに記入してください。
令和 年度進捗率

令和 年度進捗率

施設１ 施設２ 施設３ 施設４ 施設５ 施設６

施設 全体

床面積（㎡）

面積比（％） 0.00%

税抜金額 税込金額 合計確認 補正

建築工事（下記以外） 0 0 0 0 0 0 0 0

共通仮設工事 0 0 0 0 0 0 0 0

電気設備工事 0 0 0 0 0 0 0 0

昇降機設備工事 0 0 0 0 0 0 0 0

給排水工事 0 0 0 0 0 0 0 0

冷暖房設備工事 0 0 0 0 0 0 0 0

現場管理費 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

外構工事 0 0 0 0 0 0 0 0

解体工事 0 0 0 0 0 0 0 0

緑化工事 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0
一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0
設計監理費 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

※費目については、工事見積書に合わせて適宜加除修正等してください。

※設計監理費は、補助内示前に契約を結んだ場合は補助対象外工事費の欄に計上してください。

※併設施設が７つ以上の場合は、整備費補助を受けない施設を１列にまとめて記載して構いません。

補
助
対
象
工
事
費

区市町村名：足立区
運営事業者：
整備区分：

費目

補正

その他経費　計

合計

※諸経費のうち、現場管理費は補助対象工事費、一般管理費はその他経費に計上してください。分けられない場合は全てその他経費に計上してください。

補正

補助対象工事費　計

補
助
対
象
外

工
事
費

補正

補助対象外工事費　計

そ
の
他

経
費



【様式８－２】

【】

※水色セルに記入してください。

年度合計

令和 年度 令和 年度

金　　額 進捗率 金　　額 進捗率 金　　額
合計
チェック

建築工事（下記以外） 0 100% 0 OK

共通仮設工事 0 100% 0 OK

電気設備工事 0 100% 0 OK

昇降機設備工事 0 100% 0 OK

給排水工事 0 100% 0 OK

冷暖房設備工事 0 100% 0 OK

現場管理費 0 100% 0 OK

0 100% 0 OK

補正 0 0

補助対象工事小計
Ａ

0 #DIV/0! 0 #DIV/0! 0 OK

工事事務費
Ｂ≦Ａ×2.6％

0 OK

（上限チェック） OK OK

小　計
Ｃ＝Ａ＋Ｂ

0 #DIV/0! 0 #DIV/0! 0 OK

（進捗率チェック） #DIV/0!

補助対象外工事費 0 100% 0 OK

その他経費 0 100% 0 OK

OK

小　計
Ｄ

0 0 0 OK

0 0 0 OK

【注意】

事　業　費　内　訳
区市町村名：足立区
運営事業者：
整備区分：

区

分

費　　　　　目

年度別内訳

補
助
対
象
経
費

補
助
対
象
外
経
費

合　計
Ｅ＝Ｃ＋Ｄ

○工事事務費
工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費
及び設計監督料等をいい、その額は工事費又は工事請負費（対象経費）の２．６％に相当する額を限
度とする。
　なお、工事事務費は各年度２．６％以下にすること。



【様式８－２】

年度合計

令和 年度 令和 年度

金　　額 進捗率 金　　額 進捗率 金　　額
合計
チェック

建築工事（下記以外） 0 0 0 OK

共通仮設工事 0 0 0 OK

電気設備工事 0 0 0 OK

昇降機設備工事 0 0 0 OK

給排水工事 0 0 0 OK

冷暖房設備工事 0 0 0 OK

現場管理費 0 0 0 OK

0 0 0 OK

補助対象工事小計
Ａ

0 #DIV/0! 0 #DIV/0! 0 OK

工事事務費
Ｂ≦Ａ×2.6％

0 0 0 OK

（上限チェック） OK OK

小　計
Ｃ＝Ａ＋Ｂ

0 #DIV/0! 0 #DIV/0! 0 OK

（進捗率チェック） #DIV/0!

補助対象外工事費 0 0 0 OK

その他経費 0 0 0 OK

OK

小　計
Ｄ

0 0 0 OK

0 0 0 OK

【注意】

事　業　費　内　訳（全体）
区市町村名：足立区
運営事業者：
整備区分：

区

分

費　　　　　目

年度別内訳

補
助
対
象
経
費

補
助
対
象
外
経
費

合　計
Ｅ＝Ｃ＋Ｄ

○工事事務費
工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費
及び設計監督料等をいい、その額は工事費又は工事請負費（対象経費）の２．６％に相当する額を限
度とする。
　なお、工事事務費は各年度２．６％以下にすること。



施設名　　　　　　　　　　　　　　

項　　　　　目 金　　額（円） 備　　　　　考

合　　　　　計 0

備品内訳表

【様式９】



【様式１０－１】

名称： （定員　　　　　名） 運営主体：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

項　　　　　目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

稼動年月 ～ ～ ～ ～ ～

稼動率

【収　入】

介護保険報酬 要介護度想定２

家　 賃 ＠　　　×定員×月数×稼働率

食材費 ＠　　　×定員×月数×稼働率

光熱水費 ＠　　　×定員×月数×稼働率

共益費 ＠　　　×定員×月数×稼働率

その他の日常生活費

その他

収 入 計　　　　　　　　　　　Ａ

【支　出】

給与費 改定率　　　年　　　％増

法定福利費 改定率　　　年　　　％増

福利厚生費 改定率　　　年　　　％増

委託料 ○○費、××費

消耗品費・事務経費 △△費、□□費

地代等 年額○○○,○○○円

支払い利子等 年利○,○％

利用者実費負担費用

その他 ●●費

支 出 計　　　　　　　　　　　Ｂ

減価償却前損益　Ｃ＝Ａ－Ｂ

減価償却費　　　　　　　　 Ｄ

減価償却後損益　Ｅ＝Ｃ－Ｄ

税金関係　　　　　　       　Ｆ 法人税、固定資産税等

税引後損益　　　  Ｇ＝Ｅ－Ｆ

借入金元金返済　    　　Ｈ

余　剰　金　 　Ｉ＝Ｃ－Ｆ－Ｈ

前年度繰越　　　　    　　Ｊ

翌年度繰越金　　Ｋ＝Ｊ＋Ｉ

【注　意】　

・施設整備費用は含めない。

・介護保険報酬は原則として要介護度２で作成し、本人負担（１割～３割）分を含めること。

・減価償却は、（建築費（備品費）－補助金）÷財産の処分制限期間で計算すること。

・６年目以降は別葉とし、借入金元金の返済が終わるまでの期間について記入すること。

また、借入金元金返済額、支払い利子額は借入金返済計画と一致させること。

・併設施設がある場合は、各施設分及び全体分をそれぞれ作成すること。

認知症高齢者グループホーム　収支見込シミュレーション

備　　　　　考

・法定福利費及び福利厚生費について、グループホームの会計とは別に母体法人で負担している場合はその旨を記入すること。

・利用者実費負担費用は、利用者本人が負担する費用とし、収入の食材費、光熱水費、共益費、その他の日常生活費の合計額と
一致させること。

・本様式は認知症対応型共同生活介護のものだが、併設する他の事業についても本様式に準じて作成すること。（小規模多機能
型居宅介護と看護小規模多機能型居宅介護については別紙のとおりとすること）

・年度途中で開設の場合も、1年目から12ヶ月単位で作成すること。（7月開設ならば７月から翌年６月までの12ヵ月）

・稼働率は施設の種別や地域の実態に即して現実的な数値とし、１年目は８５％以下、２年目以降は９５％以下とすること。
　また、稼働率の設定根拠を添付すること。



【様式１０－２】

名称： （定員 登録  名 通い  名 宿泊  名）運営主体：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）

項　　　　　目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

稼動年月 ～ ～ ～ ～ ～

稼動率（平均）

　　稼動率（通い）

　　稼動率（宿泊）

【収　入】

介護保険報酬 要介護度想定２

宿泊費 ＠　　　×定員×月数×稼働率

食費（通い） ＠　　　×定員×月数×稼働率

食費（宿泊） ＠　　　×定員×月数×稼働率

その他

収 入 計　　　　　　　　　　　Ａ

【支　出】

給与費 改定率　　　年　　　％増

法定福利費 改定率　　　年　　　％増

福利厚生費 改定率　　　年　　　％増

委託料 ○○費、××費

消耗品費・事務経費 △△費、□□費

地代等 年額○○○,○○○円

支払い利子等 年利○,○％

利用者実費負担費用

その他 ●●費

支 出 計　　　　　　　　　　　Ｂ

減価償却前損益　Ｃ＝Ａ－Ｂ

減価償却費　　　　　　　　 Ｄ

減価償却後損益　Ｅ＝Ｃ－Ｄ

税金関係　　　　　　       　Ｆ 法人税、固定資産税等

税引後損益　　　  Ｇ＝Ｅ－Ｆ

借入金元金返済　    　　Ｈ

余　剰　金　 　Ｉ＝Ｃ－Ｆ－Ｈ

前年度繰越　　　　    　　Ｊ

翌年度繰越金　　Ｋ＝Ｊ＋Ｉ

【注　意】　

・施設整備費用は含めない。

・介護保険報酬は地域の実態に即して現実的な数値とし、本人負担（１割～３割）分を含めること。

・減価償却は、（建築費（備品費）－補助金）÷財産の処分制限期間で計算すること。

・６年目以降は別葉とし、借入金元金の返済が終わるまでの期間について記入すること。

　また、借入金元金返済額、支払い利子額は借入金返済計画と一致させること。

・併設施設がある場合は、各施設分及び全体分をそれぞれ作成すること。

・利用者実費負担費用は、利用者本人が負担する費用とし、収入の食費、光熱水費、共益費、その他の日常生活費の合計額
と一致させること。

小規模多機能型居宅介護　収支見込シミュレーション

備　　　　　考

・本様式は小規模多機能型居宅介護のものだが、併設する他の事業についても本様式に準じて作成すること。（認知症対応
型共同生活介護と看護小規模多機能型居宅介護については別紙のとおりとすること）

・年度途中で開設の場合も、1年目から12ヶ月単位で作成すること。（7月開設ならば７月から翌年６月までの12ヵ月）

・稼働率は施設の種別や地域の実態に即して現実的な数値とし、１年目は８５％以下、２年目以降は９５％以下とすること。
　また、稼働率の設定根拠を添付すること。

・法定福利費及び福利厚生費について、小規模多機能型居宅介護の会計とは別に母体法人で負担している場合はその旨を
記入すること。



【様式１０－３】

名称： （定員 登録  名 通い  名 宿泊  名）運営主体：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）

項　　　　　目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

稼動年月 ～ ～ ～ ～ ～

稼動率（平均）

　　稼動率（通い）

　　稼動率（宿泊）

【収　入】

介護保険報酬 要介護度想定２

宿泊費 ＠　　　×定員×月数×稼働率

食費（通い） ＠　　　×定員×月数×稼働率

食費（宿泊） ＠　　　×定員×月数×稼働率

その他

収 入 計　　　　　　　　　　　Ａ

【支　出】

給与費 改定率　　　年　　　％増

法定福利費 改定率　　　年　　　％増

福利厚生費 改定率　　　年　　　％増

委託料 ○○費、××費

消耗品費・事務経費 △△費、□□費

地代等 年額○○○,○○○円

支払い利子等 年利○,○％

利用者実費負担費用

その他 ●●費

支 出 計　　　　　　　　　　　Ｂ

減価償却前損益　Ｃ＝Ａ－Ｂ

減価償却費　　　　　　　　 Ｄ

減価償却後損益　Ｅ＝Ｃ－Ｄ

税金関係　　　　　　       　Ｆ 法人税、固定資産税等

税引後損益　　　  Ｇ＝Ｅ－Ｆ

借入金元金返済　    　　Ｈ

余　剰　金　 　Ｉ＝Ｃ－Ｆ－Ｈ

前年度繰越　　　　    　　Ｊ

翌年度繰越金　　Ｋ＝Ｊ＋Ｉ

【注　意】　

・施設整備費用は含めない。

・介護保険報酬は地域の実態に即して現実的な数値とし、本人負担（１割～３割）分を含めること。

・減価償却は、（建築費（備品費）－補助金）÷財産の処分制限期間で計算すること。

・６年目以降は別葉とし、借入金元金の返済が終わるまでの期間について記入すること。

　また、借入金元金返済額、支払い利子額は借入金返済計画と一致させること。

・併設施設がある場合は、各施設分及び全体分をそれぞれ作成すること。

・法定福利費及び福利厚生費について、看護小規模多機能型居宅介護の会計とは別に母体法人で負担している場合はその
旨を記入すること。

・利用者実費負担費用は、利用者本人が負担する費用とし、収入の食費、光熱水費、共益費、その他の日常生活費の合計額
と一致させること。

看護小規模多機能型居宅介護　収支見込シミュレーション

備　　　　　考

・本様式は看護小規模多機能型居宅介護のものだが、併設する他の事業についても本様式に準じて作成すること。（認知症
対応型共同生活介護と小規模多機能型居宅介護については別紙のとおりとすること）

・年度途中で開設の場合も、1年目から12ヶ月単位で作成すること。（7月開設ならば７月から翌年６月までの12ヵ月）

・稼働率は施設の種別や地域の実態に即して現実的な数値とし、１年目は８５％以下、２年目以降は９５％以下とすること。
　また、稼働率の設定根拠を添付すること。



【参考】認知症対応型共同生活介護　収支シミュレーションの算定根拠（記入例・考え方）

●介護報酬積算根拠例

787 × 10.90 × 365 × 18 × 0.85 = 47,905,516

●光熱水費積算根拠例

　電気代、水道代、ガス代の月額単価は、既存のグループホームの実費等を参考に設定する。

●食材費積算根拠例

　朝食、昼食、夕食の単価は、既存のグループホームの実費を参考に設定する。

●家賃算定について

【事業者創設型】
○土地を購入して整備する場合

○土地を賃借して整備する場合

【オーナー型】

（注意）
・建物修繕費等の管理費に業務委託（EV保守点検費等）は含みません。
・積算された数字と、地域の相場（グループホームの平均家賃）を十分考慮して微調整してください。
・稼働率は収支シュミレーション（２年目以降）の数字と合わせてください。
・オーナー型の場合は、月額建物賃料の積算根拠も提出してください。

●共益費について

●その他日常生活費について

なお、その他日常生活費は実費ですので、清算を必要とします。

　月額建物賃借料÷利用人数÷稼働率＋備品費÷償却年数÷１２ヶ月÷利用人数÷稼働率＋建物修繕費等の管理費

・グループホームの家賃の算定は、「平成20年12月12日付事務連絡　認知症高齢者グループホーム整備事業審査案件の家賃等設定
の考え方及びオーナー創設型における建物借地権当期について」に基づき算定することとし、具体的には以下の計算方法によること。

共益費は「居住者がともに直接的に利益を受けている外灯・エレベーターなど共用部分の維持・管理のために支出する費用」を意味します。グ
ループホームに係る費用を全て共益費として徴収するのではなく、バランスのとれた積算が必要となります。

その他日常生活費は利用者実費負担で清算が必要とされる費用です。おむつ代、イベント・行事経費、理美容代、嗜好品等が想定されます。妥当
な金額を積んでください。

稼働率
1日あたりの要
介護2の単位数
※2ユニット

地域加算
１級地

1年 定員

　（土地購入費＋建物整備費＋備品費）÷償却年数÷１２か月÷利用人数÷稼働率＋建物修繕費等の管理費

　月額土地賃借料÷利用人数÷稼働率＋（建物整備費＋備品費）÷償却年数÷１２か月÷利用人数÷稼働率＋建物修繕費等の管理費



【様式１１】

（単位：円）

計

　 0

 助成金 0

 自己資金 0

 借入金 0

その他（　　　　） 0

 計 0 0 0 0 0

　 0

 助成金 0

 自己資金 0

 借入金 0

その他（　　　　） 0

 計 0 0 0 0 0

0

 助成金 0

 自己資金 0

 借入金 0

その他（　　　　） 0

 計 0 0 0 0 0

0

 自己資金 0

0

 計 0 0 0 0 0

　 0

 自己資金 0

 借入金 0

その他（　　　　） 0

 計 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
※　整備費は事業費内訳と一致させること。
※　併設施設がある場合は、すべて記載すること。
※　財源の項目は必要に応じて追加すること。
※　土地購入費等がある場合、根拠書類を添付すること。
※　運転資金は、年間事業費（収支シミュレーション１年目の支出計）の１２分の３以上を計上し、財源は自己資金で確保すること。
※　法人事務費として100万円以上確保し、内訳を添付すること。
※　備品内訳表を添付すること。
※　本資金計画における自己資金（合計）を十分に確保しているか、預金残高証明等で確認すること。

合計

 土地購入費等

財
源
内
訳

 運転資金

財
源
内
訳

 法人事務費

財
源
内
訳

財
源
内
訳

資金計画書

　　　　　　　　　　　　施設
　項目

 整備費

財
源
内
訳

 備品費



【様式１２】 

 

令和  年  月  日 

 

（提出先）足立区長 

 

                法人所在地 

                法 人 名 

                代表者職・氏名               

 

 

抵当権抹消誓約書 

 

 

令和  年  月  日付で提出した令和  年度地域密着型サービス整備・運

営事業者の応募申請にあたり、事業所計画地の土地等に設定されている抵当権につ

いては下記のとおり抹消を行ったうえ、期限までに登記簿を足立区に提出すること

を誓約します。 

 

記 

 

１ 抵当権設定対象    ※該当するものを〇で囲む 

  

  土 地  （地番：              ） 

 

  建 物  （所在：              ） 

 

 

２ 抹消手続きを完了し、当該内容が記された登記簿を提出する期限 

  

  当該計画に係る応募書類を足立区へ提出後、第二次審査（ヒアリング）の開催日

前日まで（遅くとも地域密着型サービス整備・運営事業者の選定時まで） 

 

 

 

 

 

 また、本誓約の内容を守ることができなかった場合は、地域密着型サービス整備・

運営事業者として選定されていた場合でも失格となることに同意します。 

 



【様式１３－１】

各室面積表（事業別） (全　　　体）

(単位：室／㎡）

室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積

0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00

廊下・ホール 0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00

0 0.00

会議室

（小計２）

機械室

（小計３）

事務室

相談室

居間

そ
の
他

（小計４）

階段・エレベーター

部
門

居
室

利
用
者
共
用

食堂

個室

室　　名

台所

浴室

計

物品倉庫

介護職員室

（小計１）

脱衣室

洗濯室

便所

職員便所

（再掲）共用面積計

（再掲）専用面積計

管
　
　
　
理

合　　　計



【様式１３－２】

各室面積表（階層別） (　　　　　）

(単位：室／㎡）

室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積

0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00

廊下・ホール 0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

0 0.00

0 0.00

４　階 

（小計１）

室　　名

（再掲）共用面積計

（再掲）専用面積計

会議室

介護職員室

計

物品倉庫

１　階 ２　階 ３　階 ５　階

（小計２）

合　　　計

階段・エレベーター
そ
の
他

管
　
　
　
理

部
門

居
室

利
用
者
共
用

食堂

居間

便所

脱衣室

浴室

６　階

（小計４）

（小計３）

事務室

相談室

個室

洗濯室

台所

職員便所

機械室



【様式１３－３】

共用面積算出表

合計

0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

区　　分

専　　用

共　　用

内
　
　
訳

合計



各室面積表（事業別） (全　　　体）

(単位：室／㎡）

室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積

廊下・ホール

512.13 197.74 5.12 714.99

464.75 179.45 4.65 648.85

47.38 18.29 0.47 66.14

階段・エレベーター

脱衣室

洗濯室

職員便所

（再掲）共用面積計

（再掲）専用面積計

管
　
　
　
理

会議室

合　　　計

計グループホーム デイサービス 居宅介護支援

（小計１）

台所

そ
の
他

（小計４）

部
門

居
室

利
用
者
共
用

食堂

個室

室　　名

浴室

便所

（小計３）

事務室

相談室

居間

（小計２）

機械室

介護職員室

物品倉庫

（注１）

面積は芯々で記入すること

（注２）

各室面積表に記載する面積は、ピロティー、庇の下等の面積を含

めないこと

（結果として、建築確認上の延床面積とは異なることもある）

記

載

例

省

略

（１）「（再掲）専用面積計」と「（再掲）共用面積計」の合計が、「合計」欄
と一致すること

（２）「（再掲）専用面積計」欄は、「共用面積算出表」の「専用」欄と一致

すること

（３）「（再掲）共用面積計」欄は、「共用面積算出表」の「共用」欄と一致
すること

（４）「合計」欄は、「事業費按分表（様式８－１）」の「床面積」欄と一致
すること

（５）（「合計」「（再掲）専用面積計」「（再掲）共用面積計」）が、各室面
積表（階層別）の計と全て一致すること

記 載 例（事業別）と（階層別）の２種類を作成すること



各室面積表（階層別） (グループホーム）

(単位：室／㎡）

室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積 室 面積

廊下・ホール

512.13

464.75

47.38

６　階５　階

（小計２）

居間

台所

４　階 

そ
の
他

（小計４）

（小計３）

管
　
　
　
理

階段・エレベーター

相談室

部
門

個室

室　　名

居
室

利
用
者
共
用

（小計１）

計１　階 ２　階 ３　階 

浴室

脱衣室

洗濯室

機械室

（再掲）共用面積計

（再掲）専用面積計

会議室

介護職員室

職員便所

合　　　計

物品倉庫

食堂

事務室

便所

事業ごとに作成すること。
（例）グループホーム、デイサービス、居宅介
護支援事業所を一体で整備する場合

以下の４枚を作成する必要がある
①全体

②グループホーム
③デイサービス
④居宅介護支援事業所

この「合計」「（再掲）専用面積計」「（再掲）
共用面積計」）が、各室面積表（事業別）
の各事業計と一致すること

※前頁記載例によると、グループホーム
の場合、この欄がそれぞれ、以下の面積
になる

合計 ５１２．１３㎡
専用面積計 ４６４．７５㎡
共用面積計 ４７．３８㎡

（注１）

面積は芯々で記入すること

（注２）

各室面積表に記載する面積は、ピロティー、庇の下等の面積を含めないこと

（結果として、建築確認上の延床面積とは異なることもある）



共用面積算出表

グループホーム デイサービス 居宅介護支援 合計

464.75 179.45 4.65 648.85

47.38 18.29 0.47 66.15

17.91 6.91 0.18 25.00

4.41 1.70 0.04 6.15

25.07 9.68 0.25 35.00

512.13 197.74 5.12 715.00

区　　分

専　　用

共　　用

内
　
　
訳

事務室

職員便所

廊下・ホール

合計

記 載 例

１ ２ ３

５ ４

【手順①】各事業所の専用面積を記入する。
（「各室面積表（事業別）」の「（再掲）専用面積
計」欄と一致する。

【手順②】共用になる面積を合計欄に入力し、各事業の専用面積で按分する。

事務室（グループホーム・デイサービス・居宅介護の３事業所で共用）の場合、
グループホーム部分⑤の算出方法

＝（事務室 共用計④）×①／ （①＋②＋③）

＊グループホーム以外の部分も同様の方法で算出する。

＊按分方法は小数点第３位で四捨五入する。

＊各内訳の合計欄と各按分面積の合計が一致しない場合は、按分面積の中で
端数調整すること。



 

 

地域密着型サービス整備にかかる建築・消防所管等事前相談記録書 

 

 

受付部署 担当： 

相談日  

相談者  

 

結果概要 

（相談結果・指摘事項

等を記載すること） 

 

受付部署 担当： 

相談日  

相談者  

 

結果概要 

（相談結果・指摘事項

等を記載すること） 

 

受付部署 担当： 

相談日  

相談者  

 

結果概要 

（相談結果・指摘事項

等を記載すること） 

 

受付部署 担当： 

相談日  

相談者  

 

結果概要 

（相談結果・指摘事項

等を記載すること） 

 

 

【様式１４】 

※欄が足りない場合は、別紙に記入して添付すること。 

 

 

 



 

 

整備計画地建設に伴う事前確認書 

 

 

（法人名）は、地域密着型サービス整備計画地（足立区西新井本町四丁目６１番３０

他）において、提出した施設整備計事業協議計画内容について公社用地活用による地域の

福祉インフラ整備事業者公募要項の６ページ「２ 施設整備に関する基本的事項」に掲げ

る法令等及び条件を確認して整備計画地に当該施設が建設可能であることを確認していま

す。 

 

【確認する法令等及び条件】 

ア 老人福祉法 

イ 介護保険法 

ウ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

エ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則 

オ 認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領（東京都） 

カ 認知症高齢者グループホーム施設整備審査基準（東京都） 

キ 足立区指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例 

ク 都市計画法 

ケ 建築基準法 

コ 消防法 

サ 東京都建築安全条例 

シ 東京都福祉のまちづくり条例 

ス 高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例(建築物バリアフリー条例) 

セ 足立区中高層建築物等の建築に係る紛争の予防及び調整条例 

ソ 足立区環境整備基準・同細則 

タ 各地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

チ 足立区緑の保護育成条例 

ツ 足立区景観条例 

テ 足立区暴力団排除条例 

ト その他関係法令及び条例 

 

 

令和  年  月  日 

 

所在地                 

法人名                 

代表者職・氏名             

【様式１５】 



【過去の事件・事故に関する回答票】 
 

 

事故等の概要  

発生の時期     年  月  日 

事故等の詳細 

【時系列で記載】 

（発注者への報告、

相手方への対応等

含む） 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

原因分析 

 

 

 

 

 

 

 

再発防止策 

（策定時期・実施開

始時期も記載） 

 

 

 

 

 

 

 

改善状況 

 

 

 

 

 

 

 

事故等を踏まえ本

施設の管理におい

て特に留意する事

項 

 

 

 

 

その他特記事項  

 

 
 

区所管課記載欄  

 

 

 

 

 

 

 

過去 3年間の事故等 〔 有 無 〕 （いずれかに○。無の場合、下表の記載は不要です） 

太枠の中を記入
してください 

【様式１６】 



 

令和６年度版自己確認チェックシート 

足立区 労働条件審査 主要チェックシート２８  提出日      年  月  日 

提 出 者 

（所在地） 

（名称） 

（代表者）                     
 

全 従 業 員 数     名 内訳:正社員   名、パート・アルバイト   名、その他（    ）  名 
 

業務従事予定者数    名 内訳:正社員   名、パート・アルバイト   名、その他（    ）  名 

 

項目 NO 確 認 事 項 チェック（該当にﾚ） 

 

労働基準法 

１ 法定事項を記載した労働者名簿を作成していますか □はい □いいえ 

２ 法定事項を記載した賃金台帳を作成していますか □はい □いいえ 

３ 出勤簿・タイムカード・PC システム等により適正に労働時間を把握していますか □はい □いいえ 

４ 労働条件通知書（労働契約書）に労働条件を明示し従業員に交付していますか □はい □いいえ 

５ 
労働時間が６時間を超える場合、少なくとも４５分、８時間を超える場合、少なくと

も６０分の休憩時間を与えていますか 
□はい □いいえ 

６ 毎週少なくとも１日、又は４週間を通じて４日以上の休日を与えていますか □はい □いいえ 

７ 時間外労働、休日労働、深夜労働がある場合、割増賃金は適正に支払われていますか □はい □いいえ 

８ 
時間外労働が 1ヶ月について 60 時間を超えた場合、超えた時間について 5割以上の

割増賃金を支払っていますか  
□はい □いいえ 

９ 
時間外労働、休日労働がある場合、労使協定（３６協定）を従業員代表（または過半

数労働組合）と締結し、管轄の労働基準監督署に届け出ていますか 
□はい □いいえ 

１０ 常時雇用する従業員が１０人以上いる場合、就業規則の作成・届出をしていますか □はい □いいえ 

１１ 年次有給休暇を正社員のほか、パートタイマーにも適正に与えていますか □はい □いいえ 

１２ 

年次有給休暇が 10 日以上付与される労働者に対して「使用者による時季指定」「労働

者自らの請求・取得」「計画年休」のいずれかの方法で、年 5 日以上の年次有給休暇

を取得させていますか 

□はい □いいえ 

１３ 時間単位の年次有給休暇制度を採用している場合、労使協定は締結されていますか □はい □いいえ 

最低賃金法 １４ 最低賃金以上の賃金が支払われていますか □はい □いいえ 

労働安全衛生法 

１５ 健康診断（雇入れ時、定期、特定業務従事者）は実施していますか □はい □いいえ 

１６ 
常時５０人以上の従業員がいる場合、衛生管理者・産業医等を、また事業規模や業務

に応じ、安全衛生推進者・衛生推進者・作業主任者等は選任していますか 
□はい □いいえ 

１７ 常時５０人以上の従業員がいる場合、ストレスチェックを実施していますか □はい □いいえ 

１８ 常時５０人以上の従業員がいる場合、安全委員会・衛生委員会を設置していますか □はい □いいえ 

１９ 
安全衛生教育（雇入れ時、配置転換、危険又は有害業務に就かせるとき）は行われて

いますか 
□はい □いいえ 

高年齢者雇用安定法 
２０ 定年制度がある場合、６０歳以上の定めをしていますか □はい □いいえ 

２１ ６５歳までの継続雇用制度を整備し、適正に運用していますか □はい □いいえ 

雇用保険法 ２２ 
１週の所定労働時間が２０時間以上で、３１日以上雇用見込みがある者をすべて雇用

保険に加入させていますか  
□はい □いいえ 

健康保険法 

厚生年金保険法 
２３ 

１週の所定労働時間および１ヵ月の所定労働日数が常時雇用者の３/４以上の者を健

康保険・厚生年金保険に加入させていますか 
□はい □いいえ 

健康保険法 

厚生年金保険法 
２４ 

常時１０１人以上（令和６年 10 月～51 人以上）の厚生年金保険の被保険者がいる

場合で、１週の所定労働時間が２０時間以上の者を健康保険・厚生年金保険に加入

させていますか             

□はい □いいえ 

育児・介護休業法 ２５ 
出生時育児休業制度や看護休暇・介護休暇の時間単位取得等現行の改正育児・介護休

業法に適合した育児・介護休業規定になっていますか。 
□はい □いいえ 

労働施策総合推進法 

男女雇用機会均等法 
２６ 

職場におけるパワーハラスメント、セクシャルハラスメント、妊娠・出産等に関する

ハラスメントを防止するため、雇用管理上必要な措置を講じていますか 
□はい □いいえ 

女性活躍推進法 ２７ 
常時雇用する従業員が 101 人以上いる場合、一般事業主行動計画を策定し、社内周知

と外部公表を行なっていますか 
□はい □いいえ 

障害者雇用促進法 ２８ 障がい者の雇用率が法定雇用率（２．５％）に達していますか（従業員 40 名で１名） □はい □いいえ 

 

【様式１７】 



通し
番号

該当事項
基準

（基準が複数あるものは、いずれかの基準に該当すれば公表）
備考

１．個人情報の紛失、漏えい

1 書類・名簿等の紛失・漏えい

第三者の個人情報が記載されている場合

　※以下の場合は紛失とは考えない
　　・交換便の未着等、紛失とは言いきれない場合
　　・執務室の外に持ち出されることが考えにくい場合
　　・シュレッダーされた可能性が高い場合

2 書類・名簿等の誤廃棄
①個人情報が第三者に漏えいした場合
②件数が多数に及ぶなど、区民等への影響が多大である場合
③書類の再現が不可能である場合（区民等からの再提出等が必要）

3 送付物の誤発送・誤投函 個人情報が第三者に漏えいした場合

4 メール、ＦＡＸの誤送信 個人情報（メールアドレスを含む。）が第三者に漏えいした場合

5 証明書等の誤発行・誤記載
①個人情報が第三者に漏えいした場合
②区民等への影響が多大である場合（件数・内容）
③身体・生命への影響が生じるおそれがある場合

２．事務処理・事業執行に伴う事件・事故

6 支出における誤り（手当、補助金等）

7 収入における誤り（税、保険料等）

8 公金・金券の紛失、不適切な取扱い 原則、すべて公表

9 印刷物の誤記載（チラシ・ポスター・冊子等）
①事業執行に影響を与える重大な誤りがある場合
②報道機関等に再度の情報提供が必要である場合

10 法令等への違反 外部からの指摘があり、区民等に影響を及ぼす場合

３．システムの不具合

11 ホームページ、業務システム、メールなどの不具合
①区民等に影響が生じている場合
②職員のミスにより不具合が生じている場合

一時的に区民等に影響が生じた場合であっても、バックアップデータがある等、対象者が特定で
き、必要な手続き等のリカバリーができる場合は、公表を控えることができる。

４．区有施設における事故

12 施設利用者の死傷等
①区の管理責任が問われる場合
②施設利用に影響があり、休館等の措置が必要な場合

被害者が公表しないことを求めている場合や、被害者等が特定される可能性がある場合は、公表
を控えることができる。

13 施設の破損、設備の故障（天井落下、エレベーター停止等）
①区の管理責任が問われる場合
②施設利用に影響があり、休館等の措置が必要な場合

14 土壌汚染の発生 基準値を超える有害物質が検出された場合

15 感染症（結核、ノロウイルス、腸管出血性大腸菌感染症）の発生

16 食中毒の発生

17 アレルギーの発生
以下の両方を満たしている場合
（１）除去食とすべきものにもかかわらず区施設等のミスにより提供してしまっている。
（２）アレルギーに起因する症状が重篤である。

５．区有施設における事件

18 不審者の侵入

19 施設の火災

20 区が保有する器物の破損
①区の管理責任が問われる場合
②警察に被害届を出した場合
③施設利用に影響があり、休館等の措置が必要な場合

21 区が保有する備品等の盗難
①区の管理責任が問われる場合
②警察に被害届を出した場合

22 いじめ 区の管理責任が問われる場合
被害者が公表しないことを求めている場合や、被害者等が特定される可能性がある場合、被害者
に特別の事情（障がいなど）がある場合は、公表を控えることができる。

23 爆破予告 警察等と調整の上、区民に事前周知が必要と判断した場合

６．事業者等の不法行為・不正行為

24 手当、補助金等の不正請求

25 証明書等の不正取得

26 かたり職員・かたり調査員による詐欺行為

７．職員の不祥事

27 個人情報の流出 個人が特定できる情報を故意に流布させた場合

28 職務怠慢（書類の放置、抱え込みなど） 区民等に影響が生じている場合

29 児童・生徒への体罰等 被害者が心身等に重大な損害を受けた場合
被害者が公表しないことを求めている場合や、被害者等が特定される可能性がある場合、被害者
に特別の事情（障がいなど）がある場合は、公表を控えることができる。

30 個人の犯罪（収賄、横領など）
①警察に検挙された場合
②規定に従い懲戒処分された場合

※　警察の捜査に関する事項については、捜査への協力を優先する。

①区の管理責任が問われる場合
②公表することにより犯罪の抑止効果が期待できる場合

事件・事故の公表基準

・個人情報の定義
　個人に関する情報で特定の個人が識別され、又は識別され得るもの（個人識別符号（DNA、
　指紋・掌紋、マイナンバー、基礎年金番号等）を含む）
　【具体例】
　　（１）個人情報に該当する事例
　　　　①氏名や住所等により個人が識別できるもの。
　　　　②防犯カメラに記録された情報で本人が識別できる映像情報。
　　　　③本人の氏名が含まれる等の理由により、特定の個人を識別できる音声録音情報。
　　（２）個人情報に該当しない事例
　　　　　法人その他の団体は「個人」に該当しないため、法人等の団体そのものに関する
　　　　情報は「個人情報」に該当しない。
　　　　　ただし、役員、従業員等の氏名や住所等は個人情報に該当する。
・町会、自治会関係者のミスにより発生した事案は、公表を控えることができる。

①区民等への影響が多大である場合（件数・金額）
②区民等からの通報により誤りが発覚した場合

東京都の基準など外部の基準は適用せず、区独自の基準「区施設等での感染症等発生に伴う
報道対応について」（別紙）に従い公表が必要であると判断された場合

・必要に応じて、国や東京都と調整を行う。
・学校や保育園などでインフルエンザが流行した場合など、毎年多数の罹患者が発生する
　感染症の場合、各所管がＨＰに掲載する罹患状況のページを報道機関に案内することで、
　リリースに代えることができる

①区の管理責任が問われる場合
②死傷者が発生した場合
③施設利用に影響があり、休館等の措置が必要な場合

資 料


